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　第 43 回「Satellite 2024」国際会議・
展示会については、先月号のサテライトス
クエアで日本の登壇者と 3 大アワードの受
賞者を紹介したが、本稿ではさらに詳しく
セッションの模様を報告することにしたい。
　2024 年のサテライト業界は、いくつか
の重要な課題を抱えている。主なものを挙
げれば、静止衛星（GEO）対 低軌道周回衛
星（LEO）、ビッグ GEO 対スモール GEO、
衛星とスマホ間の直接接続を狙う「Satel-
lite to Device」、新規開発ロケットの登場、
宇宙ゴミの監視や除去など数えきれない。
このような背景のもとに恒例の「Satellite 
2024」が開催され、それぞれの分野で活
発な議論が交わされた。
　まず、目玉セッションの開幕全体会議に
は、衛星運用事業者を代表して「SpaceX
社 の Gwynne Shotwell COO、 ユ ー テ
ルサットグループの Eva Berneke CEO、
Astranis Space Technologies 社 の
John Gedmark CEO、Telesat 社の Dan-
iel Goldberg CEO、Intelsat 社 の David 
Wajsgras CEO、SES 社の Adel Al-Saleh 
CEO が登壇した。
　SpaceX 社の Shotwell COO は、「米農機
具メーカー最大手の John Deere が 1 月に
SpaceX が運用する Starlink LEO コンステ
レーションを活用する顧客となった」と述べ
て用途の拡大が止まらないと言いたげであっ
た。遠隔操作の実証試運転は、今年中に米国
とブラジルで始まる見込みである。
　ユーテルサットグループの Berneke CEO
も「OneWeb 社を買収した結果、GEO と
LEO のマルチオービットによる次世代を視
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野に入れた戦略が立てられるようになった」
と LEO の普及への期待を表明した。
　Astranis 社 の Gedmark CEO は、 同
社が得意とする「MicroGEO」衛星のメ
リットを強調して「今年中に 4 機を打ち上
げ、来年は 5 機を投入する計画を立ててい
る」と述べた。同社の発表によると、メキ
シコの APCO Networks、フィリピンの
Orbits、タイのタイコムなどとの契約がで
きており、大型 GEO 対小型 GEO の競争が
激しくなりそうだ。
　Telesat 社 の Daniel Goldberg CEO
は、既存の GEO に Lightspeed と名付け
た 198 機で構成される LEO コンステレー
ションをグローバルに展開するマルチオー
ビット戦略のメリットを強調した。一方で、
1 対 N を対象とする衛星放送では、GEO
のメリットが引き続き生き残るであろうと
指摘した。
　Intelsat 社の Wajsgras CEO と SES 社
の Al-Saleh CEO（2 月に CEO に就任した
ばかり）は、SpaceX 社が LEO コンステ
レーションによるスケールメリットを享受
する可能性が大になって来たことを前提に、
GEO を推進してきたオペレーター同士の連
結が必要になるかもしれないと述べていた。
　次いで、衛星メーカーと衛星打ち上
げ事業者によるセッションが注目され
た。「Manufacturing Leaders Address 
a Changing GEO Market and Faster 
Timelines」と題する恒例のメーカーの
セッションには、MDA Space、Boeing 
Satellite Systems、Maxar Space Sys-
tems、Thales Alenia Space、Airbus 

Defense & Apace
の 5 社の代表が出席
した。
　MDA Space 社
の Mike Greenley 
CEO は、「業界では、
最 近 LEO と MEO
の潮流に目を向ける
傾向が見られるが、

GEO が死んだわけではない。今後も 3 オー
ビット間で技術的な進展を競い合うことに
なる」と指摘した。
　Boeing Satellite Systems 社 の Ryan 
Reid CEO は、「ユーザー側の経済性の面か
ら考えると、1 対 N のサービスを実現する
GEO がまだベストと言える。アクセスの面
でも使用する帯域の面でも GEO への支持
は変わらないであろう」と述べた。
　Maxar Space Systems 社 の Chris 
Johnson CEO は、「LEO、GEO を問わず
DOD（米国防総省）の需要が民間のビジ
ネスに Faster Timeline と Faster Tech-
nology Insertion をもたらしている。特に
SDA（宇宙開発局）の NDSA（National 
Defense Space Architecture）で、LEO
がボリューム面で無視できない存在になっ
てきている」と SDA の最新動向を注視す
る必要性に触れた。
　ヨーロッパを本拠にする Thales Alenia 
Space 社 の 代 表 は、「Cyber Threat や
Chemical Threat に対応できる Resilient 
Technology への投資が必要」と主張し、
Airbus Defense & Space社の代表は、「フ
レキシブルなペイロードを基盤にした技術
開発の必要性」を訴えた。
　転換期を迎えている衛星打ち上げ事業者
による討論会に登壇したのは、SpaceX、
三菱重工業、アリアンスペース、Rocket 
Lab、ULA （United Launch Alliance）、
Relativity Space の代表である。
　SpaceX 社の Stephane Bednarek VP
は、3 月 14 日に行った「Starship」の打
ち上げが成功したので、間もなく「Falcon 
9」「Falcon heavy」「Starship」 を 3 本
柱にしたロケットのオプションの拡大が実
現すると強調した。
　三菱重工業の五十嵐巌部長は、2 月 17
日に行われた「H3」ロケット 2 号機の成
功を踏まえて「顧客のニーズとスケジュー
ルに最大限ミートする方向で今後の販売戦
略を立てている」と、「H3」を切り札とす
る打ち上げ契約を積極的に取り込む意気込
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写真 1　「Unleash the Power of Connectivity （衛星の持つ接続パワーを解き放そ
う）」をモットーに掲げた「Satellite 2024」には、113 か国から 14,768 人が参加
し、30 か国から 450 社・団体が出展して賑わった。
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みを表明した。
　アリアンスペース社の Steven Rutgers 
CCO は、待望の次世代「アリアン 6」ロ
ケット初打ち上げについて、「6 月中旬から
7 月中旬を予定している」と述べていた。
米国とニュージーランドに拠点を持つ新興
の Rocket Lab 社は、小型ロケット「エレ
クトロン」の運用を行っている。日本でも
2 月にアストロスケール社の「ADRAS-J」
を、3 月にシンスペクティブ社の「Sitrx-3」
衛星を打ち上げたことですっかりお馴染み
になった。今回同社からは、Adam Spice 
CFO が登壇して、「バスやコンポーネント
の内製化の推進と第 1 段ロケットの再利用
を実施することに踏み切った」と語って意
表を突いた。
　ULA は、 ロ ー エ ン ド の「KuiperSat」
LEO 衛星からハイエンドの「NROL-70」
軍 事 衛 星 ま で、「Any Payload at Any 
Time to Any Orbit」を誇っている。Mark 
Peller VP of Vulcan Rocket Develop-
ment は、「1 月には、次世代の Vulcan ロ
ケットの初打ち上げに成功した」と述べて
いた。
　カリフォルニア州ロングビーチに工場を
構える Relativity Space 社は、主要部品
のほとんどを 3D プリンターで製造してい
ることで知られる。2023 年 3 月に同社初
の「Terran 1」衛星を打ち上げて実力を誇
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示している。同社の Joshua Brost SVP 
of Revenue Operations は、「Terran 1
から戦略を転換して、Terran R と呼ぶ再利
用型の次世代ロケットの開発を進めている。
フロリダ州のケープカナベラルを基地にし
て 2026 年から提供を開始できる」と明る
い期待を持たせた。
　 最 後 に、 話 題 の「Satellite and Cel-
lular」のセッションに触れたいと思う。こ
のセッションには、Globalstar、ViaSat、
Iridium Communications、Echostar、
Comtech、John Deereの代表が出席した。
Globalstar の Paul Jacobs CEO は、「サ
テライトでできることをセルラーシステム
にも統合するという重要な役割を果たす途
上にある。衛星移動体通信で使用している
周波数を地上でも使用することができるか
どうかがカギとなろう」と示唆した。
　ViaSat 社 の Mark Dankberg CEO は、
新 設 さ れ た Mobile Satellite Services 
Association の会長も務める。同氏は、「非
常に大きなビジネスチャンスが出てくると
思われ衛星通信事業者として考え方を変え
る必要が生じている。シームレスなローミ
ングを実現するためのエコシステムを構築
する必要がある。そのために何よりも重要
なのは、使用する周波数と言える」と述べた。
Iridium Communications 社 の Matt 
Desch CEO は、高度なサービスを展開す

る移動体通信ネットワークオペレーターを
説得するには、まだいくつかのチャレンジ
が必要と考える。彼らのビジネスモデルの
レベルに達するには、今後 10 年から 15
年はかかるであろう」とやや慎重な発言を
繰り返していた。
Echostar の Hamid Akhavan CEO は、

「Satellite と Cellular 間の通信には、大き
なシナジーがあるとみている。3GPP Re-
lease 17 の採択により地上と非地上ネッ
トワーク間の敷居が低くなった。端末メー
カーにもやる気が見られるようになってき
ている」と述べ会場に明るい雰囲気をもた
らした。

　なお、3 月 18 日から 21 日までワシン
トンで開催された「Satellite 2024」国
際 会 議・ 展 示 会（ 主 催：Access Intel-
ligence Group）には、主催者の発表によ
れば、前年を大幅に上回る 113 か国から
14,768 人が参加し、30 か国から 450 社・
団体が出展した。展示会場には日本から唯
一、スカパー JSAT 社と子会社のスペース
コンパス社がブースを構えて、両社が推進
する宇宙と衛星ビジネスの現状と将来計画
を PR した。

写真 2　開幕全体会議には、大手と新興を合わせ 6 社の衛星運用事業者が登壇した。（左端は司会者）（出典：interactive.satellitetoday.com）

写真 3　衛星打ち上げ事業者による討論会には、三菱重工業の五十嵐巌部長（右から 4 人目）が出席し、H3 ロケット 2 号機の打ち上げ成功を PR した。（出典：
interactive.satellitetoday.com）


